2013年2月13日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消費税廃止各界連絡会
2013年度全国代表者会議への報告と問題提起
消費税増税法の実施を阻止し、デフレ脱却・景気回復を!

一、安倍政権の策動と増税中止運動の意義
自民党・公明党による第二次安倍政権の下で第183国会が開かれています。すでに予算審議が行われていますが、大型公共事業や大企業減税、軍事費増額の一方で生活保護や年金削減など社会保障切り捨ての狙いが鮮明になっています。しかも、財源対策は国債を日銀に買い取らせるという「インフレターゲット」、それも含め「消費税増税と社会保障費削減」をすべての裏付けにしようという暴論で組立てられています。
財界は「賃金引き上げの環境はない」と言い放ち、定期昇給さえも危ぶまれる状況が演出されています。また、3月末に金融円滑化法打ち切りが予定され地域の中小企業の資金繰りの行き詰まりが危惧されています。安倍内閣の予算案は、「デフレ脱却」に逆行し、国民生活と地域経済を破綻に追込むものと言わざるを得ません。そして、その暴走が来年からの消費税増税路線を背景に進められていることが重大な問題です。
政府・与党の消費税増税議論には、国民への莫大な負担増の影響への考慮が欠けています。国会論戦で繰り返し指摘されていた逆進性・低所得者対策も、転嫁問題もほとんど放置したまま税率アップへの準備が進められています。マスコミも「歳出の無駄を削り、納税者間の負担をできるだけ公平にすることを前提にした消費税増税だったはずだ。こんなことでは、一般の国民は納得できまい」（「毎日」1/25社説）と懸念を表明しています。
自民・公明政権の復活という新たな情勢の中での消費税増税反対の運動は、「増税は困る」という国民一人一人の切実な要求を結集し実現する運動であるとともに、新たな格差と貧困の拡大を招く安倍内閣の間違った政策を正し、国民の懐をあたためて内需拡大による「真のデフレ脱却」に向けた政策転換を求める運動と深く広く結びつくたたかいとなっていきます。そのことはまた、消費税の根本的欠陥を明らかにし、憲法に基づく民主的な税制の確立を求める世論を広げることにもつながっていきます。
消費税増税が実施されるのは来年4月、1年後である。実施を決めるのは今年の夏以降。それまでに参議院選挙もあれば都議選もあります。世論と運動を草の根から広げ、増税勢力を包囲していく、いまがその正念場の時です。

本日は、今後の運動の力にするための学習会も行ないました。この会議は、この間作り出してきた運動と変化に確信を深め合い、新たな情勢に対応した運動方針を確立し、各界連としての役割をこれまでにも増して発揮できるように意思統一を図ることが目的です。
　

二、情勢と消費税増税中止の展望について
１、国民生活の実態と過半数をこえる「増税反対」の世論

得票を減らしながらでも政権を握った増税勢力と国民のくらしの実態との乖離は大きいものがあります。「毎日」（12/28付）の調査では、「反対」52％、「賛成」41％。年明け後の世論調査を見ても、「朝日」（1/22付）で「反対」53％・「賛成」38％となっています。とりわけ20代（60％）、30代（58％）、40代（61％）と若い世代・子育て世代での反対が高くなっているのが特徴です。
この15年間に国民の年収は102万円も下がっています。非正規労働者の割合は35・2％で、年収200万円に届かない労働者は6年連続で1000万人を超えています。
年金切り下げにつづき、生活保護削減が強行されようとしています。国民の生活費を直接奪い去る暴挙であり、生存権を脅かす政治による権利侵害です。

地域経済を支える中小業者の営業と暮らしも深刻。全商連婦人部協議会の2012年実態調査では、営業所得200万円未満の割合が48・9％と過半数に届く勢いで増加しています。

このような状況で、消費税増税と社会保険料負担の増加など、耐え難い負担です。政府の試算でも「税と社会保障の一体改革」によって、年収500万円の4人家族（40歳以上の夫、専業主婦、小学生の子ども2人）で約31万1千円の負担増。実際はこの分が買い控えにつながり、ますます消費を減らします。中小業者では、今でさえ払えない消費税額が倍になることで倒産の急増につながり、その結果、多くの労働者が仕事を失うことになりかねません。

２、広範な国民各層から危惧の声が上がっている

東日本大震災から2年、被災地の復興はこれからが本番という段階です。住宅再建をはじめあらゆる復旧・復興の動きを阻害する増税となります。消費税増税の福島県経済への影響を試算したシンクタンクによれば、県内総生産、税収とも大きく減少することが予測されています。被災地からの増税への怒りの声が高まっています。このことは、不況に苦しむすべての地域経済の実態からも、全国的に共通する問題です。総選挙後も地方議会で消費税増税中止を求める意見書採択が続いています。
全国中小企業団体中央会は、｢消費税の引き上げを決定する前に、増税を停止する『景気条項』に基づき、慎重に景気判断していただきたい」。全国商工会連合会は、「価格転嫁が困難な状況が明かになっており、多くの中小・小規模事業に重くのしかかっている」「（増税）時期を十分に見極めて」。日本専門店会連盟は、「引き上げが行われる経済条件として示した『デフレからの脱却』および『成長率の判定』は、地方経済や中小企業の状況を十分に加味したうえで行うこと」など危惧の声を表明しています。
地域でも、広範な商店会会長や保守系の工業組合理事長が反対を表明する、東京・板橋の商店街での署名宣伝では「110人が署名に応じるなど、今までにない変化」が起きています。

３、デフレ脱却に逆行する消費税増税の矛盾

　デフレ脱却が日本の大きな問題になっています。安倍首相の経済対策は、大企業を応援することが主眼であり、国民所得が向上するめどは立っていません。「アベノミクス」の最大の矛盾は消費税増税を前提にした財政出動です。

「週刊エコノミスト」1/15付では、「デフレが深刻化したのは、企業が内部留保や株主配当に偏重し、人件費を圧縮したからだ。この認識なくして、金融緩和や公共事業で大盤振る舞いをしてもお金は回らない」（横田恵美編集長）。など、消費税増税が将来必要という人でも、デフレの最大の原因が国民の所得が下がっていることと指摘し、企業の内部留保の活用を言い始めています。「内部留保を現預金で保有しているというのはファイナンス理論からしておかしな話。将来の成長のために従業員の能力形成に投資し、給料を上げることなしに、デフレ脱却の見通しは立ちにくい」（熊野英生第一生命経済研究所主席エコノミスト『週刊東洋経済1/19号』）。
　消費税増税を中止することが、デフレ脱却につながることを、多くの人に知らせていくことで世論を動かすことができます。そのためには主体的な運動のさらなる強化が必要です。

三、この間の取り組みの特徴

１、総選挙公示後も旺盛な宣伝に取り組み増税中止を訴え、広がる対話

　「12月24日」の全国各地での宣伝・署名行動や新春宣伝行動には、総選挙の結果にかかわらず引き続き反対、増税中止を求める怒りの声が結集されています。
各界連やなくす会の街頭署名宣伝では、多くの署名が集まり、どこでも長い対話が旺盛にされていることが特徴です。「もう決まったこと」「財政が苦しいなら仕方がない」などの声も、財源問題を知らせ、変化させた経験がたくさん報告されています。

２、各分野・団体の旺盛な運動と国会議員への直接要請
　全労連・春闘共闘を中心にした実行委員会は2月8日に国会と政府に向けた総行動を行い、5500人以上が参加。諸要求実現とともに消費税増税中止を求めて各省庁への要請行動も行いました。同日新日本婦人の会の院内集会も行われました。中央社会保障推進協議会を中心に、生活保護切り捨てに怒りを込めた行動が連続的に行われています。
こうした運動は「税と社会保障一体改革」そのものの撤回を求める力となって展開しています。

全商連も加盟する全国中小業者団体連絡会（全中連）は、国会開会の翌日１月29日に中小業者決起大会を開催。全国から1850人が参加し、増税中止、内需進行でデフレ脱却・景気回復を求めて国会請願デモ・議員要請にも250人が行動しました。自民党議員の中にも「増税は景気回復後」「現状では賛成できない」「今この状態では上げるべきではないが…」との反応もありました。
原発再稼働反対やＴＰＰ参加反対を求める運動もさらに全国に広がり、ひき続き世論調査でも反対が多数を占めています。こうした国民の声を国政に反映させる運動と私たちの運動が結び付き響きあう情勢が広がっています。
３、広範な団体・個人への呼びかけや地方自治体への働きかけも
京都各界連では「消費税増税中止の国会を」アピール運動。呼びかけ人29氏は、前回（2010年参院選・11氏）より広がり、よびかけ人の中には共産党の経済懇談会に出席、署名用紙を自分で増刷してお客さんに呼びかける方もありました。

選挙後、地方自治体で「増税中止を求める請願」が採択されています。（青森、秋田、長野、滋賀、熊本など）
四、新たな局面に対する運動方向

議席多数にもかかわらず「民意とのネジレ」が明確な安倍政権が消費税増税を貫徹しなければならないという増税勢力側の矛盾を解消する道は、「増税中止」の声を今年前半期の運動で圧倒的な世論にし、増税実施に着手させないことです。全国の運動の高揚をつくりだし、7月に予定されている参議院選挙で増税勢力に確実な審判を下すことが求められます。
中央各界連は、消費税増税法の実施を阻止するために、持てる力を最大限に発揮して全力を尽くす決意を表明します。具体的行動を次の通り、県・地域各界連、加盟団体に呼びかけます。
1、 増税反対の多数世論と結びつく署名運動
今年前半期の運動目標として1000万人署名をめざします。
2、 新しい国会へ働きかけを強める
中央では、国民大運動実行委員会と連携し、国会要請行動を行います。本日も、すでに国会議員要請行動を展開しておりますが、2月27日、3月27日（いずれも水曜）にも要請行動を行います。総選挙の公約も参考にしながら、切実な実態を伝えます。４月以降の要請行動も、情勢を見ながら提起します。また、参議院議員への要請も重視し、今年改選議員への働きかけを強めます。

地域では、地元選出の国会議員の事務所を訪問し、要請します。

各界連として、議員の反応や態度を集約し、全国に伝えるようにします。

3、 宣伝・学習を強める
街頭宣伝では、大いに関心が寄せられ、対話が進んでいますが、「もう増税は決まったこと」「安倍内閣の経済対策に期待している」との声も出されています。財源問題や安倍内閣の本質など、増税中止の展望を学んで、知らせていきましょう。
◇すべての自治体単位での街頭宣伝行動

◇3月地方議会に向けて「増税中止」を求める請願・陳情を提出しましょう。
◇３・１３重税反対全国統一行動に参加し、地域から世論を変えていく

◇マスコミへの働きかけ

宣伝物の注文活用　　　11月～１月までの宣伝物活用状況
ビラ19万枚＋全労連30万枚、ポスター3800枚、ステッカー3819枚、
のぼり262セット、宣伝カーテープ　164本　、テイッシュ

　◇宣伝物の積極活用・注文を

4、 4/1から全国いっせい宣伝週間を設定
全自治体を対象に宣伝行動を準備しましょう。各界連だけでなく、広い団体へ共同を呼びかけ、「増税反対」が地域の世論になるように運動を進めます。

◇連日1000ヶ所規模の行動を

◇署名への協力と運動への賛同を呼びかける団体申し入れを地域ですすめる。（全国10,000団体）

5、 ４・１１「消費税増税中止を求める中央大集会」（仮称）の開催について

8％への増税を１年後にひかえる今年4月11日に大規模な中央集会を開催し、「増税中止」を求める意思表示を国会と全国に発信します。（集会は実行委員会で主催）

　（計画案）　日時：４月１１日（木）午後１時開会　　　会場：日比谷野外音楽堂

　　　　　　　　集会13：００～14：００　　国会請願デモ14：30～15：30
　　　　　　　　※集会・デモの前後で、県ごとに国会議員要請行動
　この集会の成功を起点に、5月～７月に向けての運動を全国で広げていきます。
6、 「増税中止を求めるアピール運動」などについて
「増税中止」一点での共同の新たな発展にむけて、「増税中止を求めるアピール運動」を再開します。それぞれの地域や団体のつながりを生かして「増税中止を求める税理士100人アピール」「増税中止を求める○○県民1000人アピール」など、創意工夫を凝らしたとりくみに挑戦しましょう。
　TPP参加反対、原発再稼働反対などの共同の広がりとも連帯し、悪政の根底に消費税増税があることを知らせ、増税中止運動への賛同を広げるようにします。
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